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運営指導（運営基準）における留意点
計画相談支援・障害児相談支援

１ 運営指導の根拠と周期

２ これまでの主な指摘事例

３ 令和６年度報酬改定について



指定障害児相談支援事業者指定特定相談支援事業者

児童福祉法 第57条の3の2障害者総合支援法 第10条根拠法令

指定障害児通所支援事業者等の指導監査について
別添
指定障害児通所支援等事業者等指導指針

指定障害福祉サービス事業者等の指導監査について
別添
指定障害福祉サービス事業者等指導指針

関係通知
（厚生労働省）

・原則、指定の有効期間内に少なくとも１回以上行う
・新規指定後間もない事業所は、指定後３年以内に行う
・運営等に重大な問題がある場合は、優先的に行う

運営指導周期

１ 運営指導の根拠と周期

※【参考】事業者ハンドブック指定基準編（以下「青本」という。）



２ これまでの主な指摘事例（１／１３）

重要事項説明書の記載内容に不備がある。
①運営規程と相違（例：通常の事業の実施地域）
②実態と相違（例：営業日・営業時間）
③単位数、単価が報酬改定に対応していない

【根拠】基準省令第5条第1項

（１）内容及び手続の説明及び同意



２ これまでの主な指摘事例（２／１３）

支援対象障害者等（保護者）に対し、市町村から法定代理受領に
より支給を受けた相談支援給付費の額を通知していない。

【根拠】基準省令第14条第1項

（２）相談支援給付費の額に係る通知等



２ これまでの主な指摘事例（３／１３）

①サービス等（障害児支援）利用計画の作成年月日が、サービス担当
者会議開催日の前になっている。

【根拠】基準省令第15条第2項第11～13号
（障害児は第10～12号）

（３）指定計画（障害児）相談支援の具体的取扱方針

②サービス等（障害児支援）利用計画の実施状況の把握（モニタリ
ング）が実施されていない。

【根拠】基準省令第15条第3項第1号、第2号



２ これまでの主な指摘事例（４／１３）

③アセスメントやモニタリングの実施に当たり居宅等を訪問して
いない。

居宅等（障害児の場合は居宅）を訪問する必要がある。

【根拠】基準省令第15条第2項第6号
※サービス提供現場を訪問することは加算で評価される。
（次ページ）

（３）指定計画（障害児）相談支援の具体的取扱方針



２ これまでの主な指摘事例（５／１３）

【参考１】
サービス提供時モニタリング加算
利用計画を作成した計画相談支援対象障害者等が利用するサー

ビスの提供現場を訪問することによりサービスの提供状況等を確
認し、記録した場合に算定できる。
【参考２】
平成30年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するQ&A
VOL.1問86

（３）指定計画（障害児）相談支援の具体的取扱方針



２ これまでの主な指摘事例（６／１３）

・関係機関等初めて計画書を見た人が、利用者本人の実際の生活をイ
メージできるような表現で記載されているか。
・本人の意向を、例えば、「安定した生活をしたい」等抽象的な表現
のみでなく、本人の意向を汲み取った表現としているか。
・本人の強みを把握して、助長する視点があるか。
・本人の日常生活を支える全体計画として、本人・家族に支援目標や
その達成時期等が理解され、関係機関が、本人の希望や支援の必要性、
各々の役割について把握し、共通認識の下で支援できる内容であるか。
・支給決定の根拠として、支援の必要な理由・状況を明確にし、福祉
サービスの種類・内容・量が真に本人に必要であるとわかるものか。

（３）指定計画（障害児）相談支援の具体的取扱方針



２ これまでの主な指摘事例（７／１３）

従業者の員数が実態と相違しているが、運営規程が変更されていない。

【根拠】基準省令第19条第2号
※令和３年度報酬改定において「相談支援専門員 ○人以上」と記載
しても差し支えないこととされました。

※運営規程を変更した場合は変更届を所轄市町村に提出してください。

（４）運営規程



２ これまでの主な指摘事例（８／１３）

月ごとの勤務表が作成されていない。

日々の勤務時間、職務の内容、常勤・非常勤の別、管理者との兼
務関係等を明確にする必要があります。

【根拠】基準省令第20条第1項

（５）勤務体制の確保等



２ これまでの主な指摘事例（９／１３）

職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動
であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業
環境が害されることを防止するための必要な措置を講じること。また
特に留意されたい内容は以下のとおり。

ア 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発

イ 相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の
整備

【根拠】基準省令第20条第４項

（５）勤務体制の確保等



２ これまでの主な指摘事例（１０／１３）

感染症の予防及びまん延の防止のために次の必要な措置を講じること。
ア 感染対策委員会をおおむね６月に１回以上開催するとともに、そ
の結果について従業者へ周知すること。

イ 感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。
ウ 従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び
訓練を年１回以上実施すること。

【根拠】基準省令第22条

（６）衛生管理等



２ これまでの主な指摘事例（１１／１３）

①事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、基本相談支援及
び計画相談支援の実施状況、相談支援専門員の有する資格、経験
年数及び勤務の体制、その他の利用申込者のサービスの選択に資
すると認められる重要事項が掲示されていない。

（７）掲示等

②事業所の見やすい場所に掲示する重要事項が不十分（相談支
援専門員の有する資格及び経験年数並びに虐待防止責任者の氏名
の掲示がない。相談支援専門員の経験年数が誤っている。）

【根拠】基準省令第23条第1項



２ これまでの主な指摘事例（１２／１３）

サービス担当者会議等の開催記録（会議録）が整備・保管されて
いない。

【根拠】基準省令第30条第2項

（８）記録の整備



２ これまでの主な指摘事例（１３／１３）

整備及び５年間保存しなければならない記録
①福祉サービス等の事業を行う者等との連絡調整に関する記録
②個々の利用者（障害児）ごとに次に掲げる事項を記載した相談支援台帳
ア 計画案及びサービス等利用計画
イ アセスメントの記録
ウ サービス担当者会議等の記録
エ モニタリングの結果の記録
オ 基準省令第17条の規定による市町村への通知に係る記録
カ 苦情の内容等の記録
キ 事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録

（８）記録の整備



３ 令和６年度報酬改定について（１／８）

運営基準に係る主な改定内容
（１）相談支援員を配置することができるようになった。

（２）管理者の兼務要件の明確化。

（３）虐待の防止の措置に係る変更内容。

（４）意思決定支援とインクルージョンの推進。

（５）情報公表未報告について。



３ 令和６年度報酬改定について（２／８）

（１）相談支援員を配置することができるようになった。
【配置に必要な要件（①及び②のいずれも満たすこと）】
①事業所
ア機能強化型サービス利用支援費※の算定要件を満たしていること。
※障害児相談支援の場合は、機能強化型障害児支援利用援助費

イ主任相談支援専門員による相談支援員に対する指導体制の確保されていること。
指導体制の確保とは、つぎの３点が行われている状態
・利用者の情報やサービス提供で注意事項を伝達する会議の定期的な開催
・全相談支援員に対する相談支援専門員同行での研修の継続的な実施
・サービスや援助技術が向上するための指導や助言

②相談支援員
社会福祉士又は精神保健福祉士の資格を所有し、その業務に専従する者。
（※一定の条件を満たした場合に兼務は可能）



３ 令和６年度報酬改定について（３／８）

（１）相談支援員を配置することができるようになった。
【計画相談支援において相談支援員が単独でできない業務】

① サービス等利用計画※1案の説明及び同意※2

② サービス等利用計画※1案の交付

③ サービス担当者会議の開催等による利用者の意向等の再確認及び専門的意見の聴取

④ サービス担当者会議を踏まえたサービス等利用計画※1案の説明及び同意

⑤ サービス等利用計画※1の交付

⑥ サービス等利用計画※1及びモニタリング期間の変更
※１障害児相談支援の場合は、障害児支援利用計画 ※2障害児相談支援の場合は除く。

主任相談支援専門員等に同行し、利用者に対する計画相談支援全体に関わることが必要。



３ 令和６年度報酬改定について（４／８）

（２）管理者の兼務要件の明確化。
※基準省令第4条より抜粋
原則として、専ら当該事業所の管理業務に従事するものとする。
ただし、以下の場合であって、当該事業所の管理業務に支障がないときは…（以下省略）

以下の場合とは…

ア 当該事業所の従業者としての業務に従事する場合

イ 他の事業所の管理者又は従業者としての業務に従事する場合に (ｱ) (ｲ)を満たす場合

(ｱ)当該事業所で発生することを適時かつ適切に把握し、職員及び業務の一元的な管
理・指揮命令ができる

(ｲ)当該事業所での緊急時に、あらかじめ対応の流れを定め、管理者自身が速やかに
出勤できる



３ 令和６年度報酬改定について（５／８）

（３）虐待の防止の措置に係る変更内容
虐待の防止（基準省令第28条の2）
事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の措置を講じなければならない。
・虐待防止委員会の定期的な開催と従業者への結果の周知徹底
・従業者に対する虐待の防止のための研修の定期的な実施
・虐待防止のための担当者の配置

【注意】令和６年度より虐待の防止の措置が未実施の場合は、事実が生じた月の翌月から減算となる場合があり
ます。

変更点① 虐待防止委員会の構成員に利用者やその家族、専門的な知見のある外部の第
三者等を加えることを努力義務化。

変更点② 虐待防止委員会での対応状況及び従業者に対する研修を記録し５年間の保存。

変更点③ 虐待防止担当者と管理者は研修を受講することが望ましい。



３ 令和６年度報酬改定について（６／８）

（４）意思決定支援とインクルージョンの推進。

計画相談支援
【新設】基準省令第２条第６項
指定特定相談支援事業者は、利用者が指定計画相談支援を利用することにより

（中略）全ての者が共生することができるよう（中略）利用者の自己決定の尊重及
び意思決定の支援に配慮しつつ、利用者の希望も踏まえて（中略）地域生活への移
行の推進に努めなければならない。



３ 令和６年度報酬改定について（７／８）

（４）意思決定支援とインクルージョンの推進。

障害児相談支援
【新設】基準省令第２条第６項
指定障害児相談支援事業者は、障害児が指定障害児相談支援を利用することにより
（中略）全ての児童が成長できるよう（中略）障害児の地域社会への参加や包摂
（以下「インクルージョン」という。）の推進に努めなければならない。

【改正】基準省令第１５条第２項第１号
相談支援専門員は、障害児支援利用計画の作成に当たっては、障害児の年齢及び発
達の程度に応じて、その意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮され、心
身ともに健やかに育成されるよう障害児等の希望等を踏まえて作成するよう努めな
ければならない。



３ 令和６年度報酬改定について（８／８）

（５）情報公表未報告について。
利用者への情報公表、災害発生時の迅速な情報共有、財政
状況の見える化の推進を図る観点から、令和６年４月から
障害福祉サービス等の情報公表システム上、未報告となっ
ている事業所に対する「情報公表未報告減算」が創設され
た。
【算定要件】
障害者総合支援法第76条の３第１項及び児童福祉法第３3
条の18第１項の規定に基づく情報公表に係る報告がされな
い場合に、所定単位数を減算する。


